
 

  補 助 金 概 要 調 書 

補 助 金 名  水産加工品づくり支援事業費補助金 

所 管 部 課  経済部水産振興室 （TEL ２３－５２２６（直通）） 

補 助 対 象 者 日野川水系漁業協同組合 

補 助 開 始 年 度 平成２０年度 

交 付 目 的  

商品価値が低い採卵後の鮎を加工することにより、特産品として販売することで漁業

振興を図る。 

 

補 助 金 額 と  

過 去 の補助実績  

（  ）は一般財源額 

H １ ７年 度 実 績 H１８年度実績 H１９年度実績 H２０年度予算額 

 千円
（     ）千円

 千円
（     ）千円

千円 
（     ）千円 

７２０ 千円
（  ２４０）千円

補助事業の内容  

稚魚放流用に採卵した鮎（落ち鮎）を利用し、加工品開発（甘露煮）に取り組む。 

加工品の検討、試作及び試食、先進地の取組み状況（PR 方法及び販路等）の調査・

検討等 

補助事業に係る経費  

補助事業の全体経費                       １，４４０ 千円 

内 補 助対象経費                        １，４４０ 千円 

補助対象経費の内訳 

先進地視察研修旅費、試作会講師謝金、試作品材料

費、試作品製造用機器購入費、パッケージ・パンフ等 PR

物のデザイン検討、包材費等 

 

補助金額の算出方法 

補助率、補助額 

の考え方 

補助事業対象経費の１／２に対し、県が２／３、市が１／

３を助成する 

 

限 度 額 無 

補 助 金の財源等  

市単独 一般財源 □     特定財源 □（               ） 

国県等

協調 

直接補助 □ 国 /  県 /  市 /  その他（   ） /

間接補助 ■ 国 /  県２/３ 市１/３ その他（   ） /

補助事業の効果及び 

効果の検証方法等 

試作及び調査検討が事業の内容であり、事業化できるか否かも含め、検討することと

している 

 

 

終期の設定 

（例外を適用する場合には

その理由等） 

２０年度単年の事業 

 

 

 

その他参考事項  

(過去の見直しの経過等) 

県との協調補助事業なので、県が２１年度も継続支援を検討すれば市としても検討し

なければならない。 

 

 

 


